
 

 

Ⓒ Nishimura & Asahi 2022 
 - 1 - 

 

 
 
 
 

執筆者： 
E-mail  廣澤 太郎 E-mail  村田 知信 
E-mail  Nguyen Tuan Anh E-mail  山田 智裕 

 
1. はじめに 
 
 ベトナムにおいては、コロナ禍の影響もあり消費者による電子商取引の利用が拡大傾向にあるが、10 年以上消費者権利保護

法(現行消費者権利保護法)の改正が行われていないため、電子商取引において消費者を保護するための法制度が十分に整備

されているとは言い難い。このような状況に鑑み、2022 年 4 月 22 日に、消費者権利保護法改正案(以下｢本改正案｣という。)が
公表された。本稿では、本改正案のうち特記すべき重要なポイントだと考えられる下記点の概要を紹介する。特に下記④につい

ては、近年他の国でも導入が進んでいるオンラインプラットフォーマーに対する規制を導入するものであり、今後の動向が注目さ

れる。 
 
① ｢消費者｣の定義の修正 
② 消費者情報の保護に関する事業者の責任の厳格化 
③ 事業者による禁止行為の拡大 
④ オンラインプラットフォーム上の取引における事業者の義務の明確化 
 
2. ｢消費者｣の定義の修正 1 
 
 現行の消費者権利保護法では、｢消費者｣が、｢個人、家族又は組織である、使用・消費目的のための、商品又はサービスの購

入者又は利用者｣であると定義されている。当該文言に基づけば、個人ではない法人が使用・消費目的のために商品及びサービ

スを購入又は利用する場合にも、消費者権利保護法の適用を受けると解釈されてしまう。 
 
 本改正案においては、当該｢消費者｣の定義が修正され、日本の消費者契約法と同様に保護対象となる消費者が個人のみに限

定されるとともに、消費者が個人であっても商業目的の場合は保護の対象外とされている。 
 
 また、高齢者、障がい者、子ども、少数民族及び妊婦等、要保護性が高いと考えられるカテゴリの消費者を対象として｢脆弱な消

費者｣という概念が設けられ、当該消費者との取引については、通常の消費者との取引よりも厳格な規制が適用される旨が規定

されている。 
 
3. 消費者情報の保護に関する事業者の責任の厳格化 
 
 現行の消費者権利保護法には、｢消費者情報｣の取り扱いに関する規制が定められているが、｢消費者情報｣の定義が存在しな

い等、その内容及び外延が不明確であるという問題が存在する。 
 
 本改正案では、｢消費者情報｣に、消費者の個人情報、消費者の商品・サービスの購入・使用過程に関する情報、及び消費者と
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組織・個人取引業者との取引に関するその他の情報が含まれることが明確化された 2。また、本改正案では、事業者が以下の義

務を負うことが明確化された。 
 
① 事業者が、第三者に対して消費者情報の取得、保管及び利用を許可する場合であっても、事業者が消費者情報を保護する

責任を負い、また、当該第三者との間で締結する契約において、消費者情報保護に関する各当事者の責任を明確に規定

すること 3。 
② 消費者から消費者情報の違法取得・不適切な使用に関する苦情を処理するための仕組みを設けること 4。 
③ 消費者情報の取得前又は取得時に、消費者が情報提供に関する意思決定を行うことができるよう、事前にプライバシーポ

リシーを策定し、公表すること 5。 
④ 事業者は、消費者情報の収集及び利用を行う前に、その目的及び範囲について、適切な方法で消費者に明示及び公表す

るとともに、情報取得に先だって、消費者の同意を取得すること 6。 
⑤ 事業者は、情報の漏えい又は紛失のリスクを引き起こすシステムのハッキング等が発生した場合には、所管官庁に通知す

るとともに、必要な情報セキュリティ対策を講じること 7。 
⑥ 消費者の要求に応じて、消費者情報をチェック、更新、修正、転送若しくは破棄するため、又は、これらを消費者自身が実施

できるための仕組みを設けるとともに、保管期限経過後における消費者情報の廃棄措置を実施すること 8。 
 
 上記と合わせて、本改正案では、事業者と消費者との間の契約等において、事業者が消費者情報を取得、保管、使用すること

を消費者に強制させるような条項が含まれている場合には、当該条項は無効になる旨定められた 9。 
 
 なお、上記の規制が施行された場合、ベトナムにおける B to C の E コマースサービスの過程で消費者の個人情報を取り扱う際

には、上記の規制に加えて、電子商取引事業者に適用される電子商取引に関する政令 52 号や、現在審議中の個人情報保護に

関する政令が重複して適用される場合が多く発生すると思われるため、留意が必要である。 
 
4. 事業者による禁止行為の拡大 
 
 本改正案においては、事業者が禁止される行為の範囲が現行の消費者権利保護法より拡張された。重要な点として、事業者が

インフルエンサー等の影響力を悪用又は利用して、PR であることを明示することなく、売買を助長し、消費者に商品又はサービス

の購入及び使用を奨励するいわゆるステルスマーケティングが禁止対象となったことが挙げられる 10。その他、特記すべき禁止

行為として、以下の行為が上げられる。 
 
① 消費者と事業者間でプラットフォーム上において取引される製品の選択肢について不当に優先順位を付けることで、消費者

の選択肢を制限する行為。 
② 商品、サービス及び事業者に対する消費者からのフィードバック・評価結果を不正に表示しない、又は不正に表示するため

の措置を講じる行為。 
③ 消費者がプレインストールされたソフトウェア・アプリケーションを削除することを禁止する行為及び消費者にオンライン仲介

                                                      
2 本改正案第 3.3 条 
3 本改正案第 7.2 条 
4 本改正案第 11.1 条及び 11.2 条 
5 本改正案第 8 条 
6 本改正案第 9.1 条乃至第 9.3 条 
7 本改正案第 11.3 条 
8 本改正案第 12 条 
9 本改正案第 24.2 条(o) 
10 本改正案第 16.1 条(nm) 
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プラットフォームサービスに関連するソフトウェア・アプリケーションのインストールを強制する行為 11。 
 
5. オンラインプラットフォーム上の取引における事業者の義務の厳格化 
 
 本改正案では、電子商取引における透明性を実現するため、オンラインデジタルプラットフォームサービスを所有、運営又は提

供する事業者が遵守すべき義務が規定された 12。また、そのような事業者の中でも、｢大規模オンラインデジタルプラットフォーム｣

のプラットフォーマーだとみなされる事業者は、以下の義務を負うと規定された。 
 
① 特定の消費者又は消費者グループをターゲットとするアルゴリズムを使用する広告のアーカイブを設定すること。 
② コンテンツの検閲状況、アルゴリズムシステムの使用状況及び消費者又は消費者グループを対象とした広告の状況を定期

的に評価すること。 
③ 偽装口座取扱規程の実施状況、人工知能の活用状況、その他自動化・一部自動化された行動の実施状況を定期的に評価

すること。 
 
 もっとも、本改正案において、｢大規模オンラインデジタルプラットフォーム｣は、プラットフォーム上のサービスを利用する相当数

の消費者に影響を与えるプラットフォームと定義されているものの、具体的にどのようなサービスが当該プラットフォームに該当す

るかの基準は不明確である。この点については、今後の動向を注視する必要がある。 
 

 
  

                                                      
11 本改正案第 16.3 条 
12 本改正案第 39.3 条 
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